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学校の ICT 環境整備 

 2020 年度から始まる新学習指導要領に

おいては小学校のプログラミング教育を必

修とするなど ICT を活用した学習活動を

飛躍的に充実することが求められていま

す。その前提として学校の ICT 環境が整っ

ていることが必要ですが、本市の現状につ

いて以下伺う？ 
【問】普通教室の無線 LAN 整備とインタ

ーネット接続環境は？ 
【答】完備している。 
【問】校務用支援システムは全小中学校に

完備していると言ってよいか。 
【答】全小中学校に導入している。 
【問】教育用 PC の整備について、国の目

標は 1 台当たりの生徒数 3.6 人だが本市で

は 11 人以上で県下下位から 2 番目の低さ

だが、今後の整備状況は。 
【答】来年度に 
向けて更新整備 
していく計画で 
ある。 
【問】電子黒板の 
設置率は 2％だが 
どのような状況か。 
【答】全校で 2 台、2 校にあります。 
【問】ICT 支援員の配置については如何か。 
【答】まだ配置されてない。 
※ 全国の学校と足並みが揃うよう早期の

整備を要望しました。 

     市庁舎整備にストップ！ 

is 値の低い市庁舎の耐震化を進めるた

め、新庁舎建設計画が進んでいましたが、

補正予算に実施計画費が計上されたこの

段階で、「財源不足が生じる恐れがあるた

め再検討すべきである」とのことで、「新

庁舎関連予算」を削減する修正動議が出さ

れ、賛成しました。 

建設資材の高騰や、人件費の高騰により

当初見込んだ建設費より約 18 億円も上昇

し、次期ごみ処理施設などの大型事業を合

わせた今後の公債費の行方をみても、福祉

サービスの思い切った削減は免れかねな

い状態であることから、ちょっと待って！

とストップに舵を切りました。 

市議会公明党としては、「行財政改革で

市民の福祉 

に関わる事 

業にメスを 

入れる前に 

徹底した行 

政経費の見 

直し、歳入 

を増やす取 

り組みに 

力を入れていくべき。 

新たな庁舎整備計画ができるまでの間

のＢＣＰ（事業継続計画）の見直しと建設

コストの厳密な計算、市債及び公債費の推

移などの財政推計を議会に提示すること」

を求める賛成討論を行いました。 

 



 

 

 

 

経常収支比率 99.7％、県下ワーストワ

ンという財政状況を考え、議会費の経常

経費削減のため議員報酬・議員定数の削

減に取り組むべきであると思い両方とも

賛成いたしました。しかし議員定数削減

は可否同数で議長採決により否決されま

した。更なる経費削減のためにタブレッ

トの導入等提案しております。 

 コンビニ交付サービスの導入 
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救急安心電話相談（15 歳以上） 

平日・土曜日 18 時～23 時 

日・祝・年末年始 9 時～23 時 

人口 93,737 人（40,654 世帯） 

（内外国人 2,220 人） 

高齢化率 28.4％  後期高齢化率 13.5％ 

【H30.10.1 現在 住民基本台帳より】 

 

12 月議会の予定 

11 月 26 日（月）開会   

12 月 5 日（水）～13 日（木）一般質問 

12 月 18 日（火）閉会 

■昭和 29年生まれ   ■東京都八丈島出身 

■茨城大学理学部卒   ■元高校数学教師 

■党役職 総支部長     ■都市環境常任委員 

マイナンバーカードを利用して住民票の

写し・印鑑登録証明書などの証明書を全国の

コンビニエンスストアに設置されているマ

ルチコピー機で交付出来るようになります。

(AM6:30~PM11:00) 
手数料は現行の手数料 
と同額で、いつでもど 
こでも利用出来、待ち 
時間の短縮が図れます。 
H31 年 12 月開始予定です。 
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議員定数削減（22 名→20 名に）は否決！ 

議員報酬（５％）削減は全会一致で可決！ 

#7009 

平成 29 年度歳入歳出決算報告 

一般会計決算額は歳入が 263 億 2152 万円（前

年度比 1.5％減）、歳出が 253 億 9576 万円（同

0.9％減）。歳入減の要因は、普通建設事業や大型

事業の国庫支出金、市債が減となったこと。 
歳出減の要因は、臨時福祉給付金等支給事業

や雨水地下貯留施設設置工事等の減少などによ

るもの。 
その結果、翌年度へ繰り越すべき財源を差し

引いた実質単年度収支額は△2 億 5100 万円と 2
年連続の赤字となり非常に厳しい状況といえ

る。 
財政構造の弾力性を示す経常収支比率は

97.4％となり、前年度より 2.3 ポイント改善した

ものの、さらなる経常経費の見直しや歳入の向

上を図る取組が求められる。 


